
特定企業調査報告書

（日産自動車株式会社 サマリー）

株式会社AIRI



 同社グループは、同社および主要関係会社20社、連結会社(国内75
社、海外135社）により構成されています。グローバル日産本社を
世界的な本社機能として設置し、各事業への資源配分を決定する
とともに、グループ全体の事業を管理しています。

 ４つの地域のマネジメント・コミッティによる地域管理と研究・
開発、購買、生産といった機能軸による地域を越えた活動を有機
的に統合した組織（グローバル日産グループ）により運営されて
います。

 自動車及び部品の製造と販売を主な事業内容とし、さらに上記事
業における販売活動を支援するために販売金融サービスを行って
います。

 ルノー・日産・三菱アライアンス(1999)によりイノベーションの
迅速化、コスト効率の向上、高価値の実現を図っています。

 2021年の3社アライアンスの自動車販売台数は、トヨタグループ、
VWグループに次いで世界第3位です。

 2050年カーボンニュートラル実現のための目標を発表しました。

2050年までに事業活動を含むクルマのライフサイクル全体における
カーボンニュートラルの実現するため、2030年代早期より、主要市場
に投入する新型車をすべて電動車両とすることを目指し、４つの戦略
分野において、電動化と生産技術のイノベーションを推進しています。

１．全固体電池を含むバッテリー技術の革新。

２．新しいe-POWERの開発。

３．分散型発電に貢献するバッテリーエコシステムの開発。

４．車両組み立て時の

生産性向上、

エネルギーと材料

の効率を向上させ

るイノベーション

の推進。

2． 事業概要1． 会社概要

1

概要

業績推移

本社所在地 横浜市神奈川区宝町2番地

設立年月日 1933年12月

年間売上高 78,625億円(2021年3月)

従業員数 131,4614名(2021年3月現在)
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 研究開発体制
日産テクニカルセンターを中心に、国内を始め、米欧アジア日産

各社、合弁各社においてデザイン及び設計開発を行っています。

 研究開発費 (2020年度)

5,035億円

4． 知財情報

3． 研究開発情報

 知財体制

技術開発部門(R&Dエンジニアリング・マネージメント本部)の中
の知的財産部において、知的財産の管理、企画、出願、調査を行っ
ています。

 知財活動

先進技術・革新手技術や普及につながる技術の観点で、最も革新
的な企業に与えられるClarivate Top100グローバルイノベータを8
年連続で受賞しました。

知的財産部
R&Dエンジニアリング・
マネージメント本部

 国内及び海外への国・地域別の特許出願動向を自動車メーカー競合
企業を含めて図に示します。

国内への特許出願数は、トヨタ自動車、本田技研に次ぐ3位グループ
ですが、この3年間は減少傾向です。

5．各国・地域への特許出願動向(1)
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分野 名称

全分野 日産テ ク ニカ ルセン タ ー( 神奈川県厚木市)

日産車体( 株)

( 株) 日産オート モーテ ィ ブ テ ク ノ ロ ジー

愛知機械工業( 株)

ジヤト コ ( 株)

アラ イ アン ス イ ノ ベーショ ン  ラ ボ( 米国)

アラ イ アン ス研究開発( 中国 上海)
自動運転・ I CT

ユニッ ト

車両
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 自動運転の認知・判断等(IPC G08G+G01C21)の特許出願動向を図に
示します。

国内への特許出願数は、上位2社(トヨタ自動車、本田技研)が増加傾
向であるのに対して、この2年間は減少傾向です。

5．各国・地域への特許出願動向(2)

G08G OR G01C0021
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 注目記事

 注目記事の関連特許

タイトル 書誌 記事概要
日産は走りやす
い車線を選ぶ自
動運転技術を実
用化へ。自動車
メーカーが走行
データ活用で競
い合う

2021/9/1
5ニュー
ス イ ッ
チ by 日
刊 工 業
新聞社

同社は、走行データなどから路上駐車が多い場所を
把握し、走りやすい車線を事前選択する自動運転技
術を開発した。
遠方からセンサーで駐車車両を検出すると、車載カ
メラなどで把握し、右側車線へ車線変更する。9月21
日から横浜市の公道で自動運転車両を活用した配車
サービスの実証実験を予定。

6．注目技術と関連特許

出願番号 公開番号 FI 技術単位 
特願 2019-163702 
(2019/9/9) 

特開 2021-041754 
(2021/3/189) 

B60W30/095、G08G1/16 C 3Z 

発明の名称 出願人 

運転制御方法及び運転制御装置 日産自動車株式会社 

【課題】自車両の回避動作において、不要な操舵が発生するのを抑制できる運転制御方法及び

運転制御装置を提供する。 

【解決手段】自車両の周囲の状況を検出するセンサから取得した情報に基づき、自車両が現在

の目標走行経路で走行する時に通過可能な障害物を特定し、障害物を特定した時の自車両から

障害物までの第１距離を算出し、第１距離に応じて、自車両が障害物を回避するために必要な

回避量を算出し、回避量に応じて、自車両の目標走行経路を補正し、補正した目標走行経路に

基づいて、自車両の走行を制御する。 

【キーワード】路上駐車、多い場所、車線変更、回避 
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7．業界相関図

日産自動車を取り巻く自動車業界について、電動車・ハイブリッド車、
自動運転技術及び、燃料電池(車、発電機)に関する相関図は以下のとおりです。 ・日産、三菱自動車、ルノーグループ

・トヨタ自動車グループ

・フォルクスワーゲン、ステランティス、フォード

三菱自動車 ルノー

1970年設立。日産の事実上傘下
i-MiEV(EV,2009)は生産中止

1898年設立。自動車の製
造、資金調達。

売上高;14,554億円

従業員数;30,091人

売上高;52,985億円

従業員数;170,158人

電動車・ハイブリッド車 自動運転 　　　燃料電池

ウェイモ（Waymo） ダイムラー フォード

自動運転専業、アルファベット 傘下 1886年設立。2007年クライスラー売

却。吉利9.7%筆頭株主。内燃機関の

開発中止(2019年)。

子会社

売上高;188,068億円,車販売;335万台

従業員数;288,481人
浙江吉利控股集団

（吉利）

三菱ふそうトラック・バス
子会社に吉利汽車、スウェーデ

ンのボルボ・カーズ、ABボルボ

2003年設立。ダイムラートラック

(89%)、三菱グループ(11%)
ロールスロイスPLC
（Rolls-Royce PLC)

売上高;5,956億円

従業員数;約10,000人

日産自動車

仏ルノー・三菱自と３社で企業連合を組む。3社として780万台世界3位(2020年)。

ハイブリッドHV(e-Power)、電気自動車EV(リーフ、自動運転(プロパイロット))、

燃料電池車FCV。【連結事業】自動車88%、販売金融12%【海外】76%

売上高；78,625億円 (2021年3月期)

従業員数；131,461 人

燃料電池発電の提携、2019年

３ 社 ア ラ イ ア ン ス

提携2019年
燃料電池車開発、

提携2013年

業務提携2010年

ハイブリッド車の提携、2020年

提携、2019年

電動車・ハイブリッド車 自動運転 　　　燃料電池

商用車用CASE普及

日野自動車

1942年設立。トヨタ傘下トラック大

手。海外インドネシアが最大地盤。

売上高;14,984億円

従業員数;34,527人

軽・小型車OEM供給(2008)

JR東日本

日立製作所

マツダ

1920年設立。低燃費高効率エンジ

ン。トヨタ自動車32%。

売上高；28,820億円

従業員数；49,786 人

1909年設立。国内軽２強。２輪３位。インド４輪シェア４割。

GMと業務資本提携(1981年)、資本提携解消(2008年)。トヨタ自動車5%。

売上高；31,782億円

従業員数；68,499人

2021年4月設立。トヨタ

60％、スズキ、ダイハツ、

いすゞ、日野各10%

売上高　：272,145億円、車販売台数;1040万7900台(2020年通年)

従業員数：366,283人

トヨタ自動車

1937年設立。国内シェア4割超。日野、ダイハツ、を傘下。ＳＵＢＡＲＵ、マツダ、スズキと提携。車販売台数、2020年VWに

ほぼ並ぶ。

コマーシャル・ジャパ
ン・パートナーシッ
プ・テクノロジーズ

（ＣＪＰＴ）

ダイハツ工業

1907年創立。トヨタ完全子会社、2016年。トヨタ、SUBARUへ車両・エンジンを供

給。軽自動車、インドネシア・マレーシアでシェア第1位。

売上高；13,640億円

従業員数；13,033 人

SUBARU

1953年設立。トヨタ20%筆頭株主。全輪駆動（AWD）技術、電動化技術THS、コネク

テッド領域及び自動運転分野で協業拡大。

売上高；28,302億円

従業員数；36,070 人

スズキ

業務資本提携,2017年

業務提携(2006)、業務資本提携(2019)

業務提携(1967)、完全子会社(2016)

資本提携,2019年

燃料電池トラック共同開発、2020年

ハイブリッド車両の開発、2020年

アルゴAI(Argo AI)

VWの自動運転部門を譲渡。2021年に

自動運転の商用車(レベル4)を展開

ウェイモ

自動運転専業、アルファ

ベット 傘下

フォルクスワーゲン(VW)

1937年設立。車販売、2019年まで4年連続世界第1位。EUでのEVシェア急拡大。

売上高;105,639億円　車販売台数；870万台(2020年)

従業員数；189,512人

全売上高　；235,400億円、車販売台数;930万5400台(2020年通年)

従業員数；662,575人

　　　　　　　　フォード

ステランティス

2014年フィアットクライスラー(FCA)設立、EUでのEVシェア急拡大。

2021年PSA(プジョー)と合併して1月に設立。

1903年設立。ダイムラーとの燃料電池合弁は解消(2018)。電動車両を拡大。

全売上高　；135,742億円、車販売台数;418万7000台

従業員数；186,000人

自動運転・電動化

包括提携(2019)

自動運転(レベル4)提携(2020)
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